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じめ有志国と連携を密にして、中国の桁外れの成長に対応しうる貿易体制の枠組み、ルールの策定等を
通じて、中国に改革を迫っていくことが必要となろう。
中国の「一帯一路｣構想については、額面通りに実施されれば、沿線の新興経済のインフラ整備と連結
性強化を支援し、貿易投資の活性化を通じて域内経済の成長を後押しするものとなりうると言えよう。
しかし、地政学的・軍事的な警戒感、中国企業の環境面・安全面・雇用面等での振る舞い、債務の罠問
題等の諸外国との軋轢も高まっている。習近平国家主席は、2019年4月の第2回「『一帯一路』国際協
力サミットフォーラム」での演説で、プロジェクトの建設や運営について「国際スタンダードに基づい
て実行し、各国の法律・法規を尊重しなければならない」とした上で、財政上の持続可能性を確保する
必要性を訴え、「債務の罠」への懸念に留意したが、中国はこれを誠実に実行することが必要であろ
う。また、中国は経済協力開発機構（OECD）の援助開発委員会（DAC）等に規定された国際スタン
ダードに則った運用やパリクラブへの参加を通じて対外債権の詳細なデータを公表して債務透明性を
高めるべきである。「質の高いインフラ」の推進についてはG20財務相・中央銀行総裁会議において
「質の高いインフラ投資に関するG20原則」が採択され、日本・欧州連合（EU）の間で「質の高いイ
ンフラ」整備を目指すパートナーシップが結ばれるなど国際スタンダードを拡げる取組みが推進され
ている。また、アジア開発銀行（ADB）等の国際金融機関とアジアインフラ投資銀行（AIIB）等の協
調、第三国における日中民間経済協力等の必要性も挙げられるが、これらについても、中国側の規模の
論理に圧倒されることなく、国際スタンダードが貫徹される形で進められることが肝要である。
以上の議論を踏まえて、若干の具体的な政策提言を示したい。第一に、経済社会の両輪での健全な発展
に向けて、G7/G20等の国際経済フォーラムにおける持続可能かつ包摂的な成長に資する再分配、人的
投資、環境政策の推進をすること。また、企業の社会的役割の増進のために、産業界の自助努力とと
もに、政府においてはSDGs等の世界横断的なコーポレートガバナンスの高度化による経営者およびス
テークホルダーの持続可能な企業価値拡大に向けた取り組みを法制、税制などの制度的な面を含め後
押しをすべきである。第二に、ルールに基づく自由で開かれた経済グローバルガバナンスの強化に向
けて、日本の通商戦略である環太平洋パートナーシップ協定（CPTPP）加盟メンバーの拡大および東
アジア包括的連携協定（RCEP）交渉の早期妥結、WTO紛争解決機能の維持とより広範なWTO改革の
推進およびデジタル貿易ガバナンス、AI原
則等の各種ルール形成を推進すること。さ
らに「自由で開かれたインド太平洋｣構想に
おける「質の高いインフラ」のパートナー
シップの拡大による国際ルール形成。この
過程で中国が「自由で開かれたインド太平
洋構想」を支持していくようになれば、中
国の「一帯一路」構想との協力も可能とな
り互恵関係は前進するであろう。■
アジアインフラ投資銀行本部ビル（2016年12月  写真：Imaginechina／アフロ）
